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１．適用範囲 

本仕様書は、いの町（以下「甲」という。）が受託者（以下「乙」とい

う。）に委託する『いの町立地適正化計画策定業務』（以下「本業務」とい

う。）に適用するものとする。なお、本仕様書は、乙が公募型プロポーザ

ルにおいて企画提案した内容を基に、甲乙協議の上、内容について追加修

正等を行うものとする。 

 

２．業務名 

 いの町立地適正化計画策定業務 

 

３．業務の目的 

 我が国の今後のまちづくりにおいては、急激な人口減少と高齢化の進行

などを背景に、誰もが安心できる健康で快適な生活環境を実現すること、

持続可能な都市経営を可能とすることが、大きな課題となっている。 

 本町においても人口減少や高齢化の進行に対応すべく、平成２５年４月

に改定した『いの町都市計画マスタープラン』において、市街地整備の方

針として、「徒歩や自転車での移動を中心とした生活圏の中で日常的なサ

ービスを受けることのできる、集約型の都市構造の形成が必要」と定め、

集約型都市構造の形成に向けた検討を進めてきた。 

 本業務は、都市再生特別措置法に基づく立地適正化計画を策定にするに

あたり、本町の都市計画マスタープランの将来像の実現に向け、居住機能

や医療・福祉・商業等の都市機能の適正な立地と誘導、また、公共交通等

の様々な施策との連携を含めた包括的なマスタープランとなる「いの町立

地適正化計画」を策定するため、必要となる検討や素案の作成などを行う

ことを目的とする。 

 

４．準拠する法令等 

 本業務は、本仕様書による他、次に掲げる関係法規等に準拠し、実施す

るものとする。 

（１）都市計画法（昭和４３年６月１５日法律第１００号） 

（２）都市計画運用指針第１０版（平成３０年１１月１６日一部訂正） 

（３）都市再生特別措置法（平成１４年４月５日法律第２２号） 

（４）立地適正化計画作成の手引き（平成３０年４月２５日改訂） 

（５）その他関係法令・規則・通達等 
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５．対象区域 

 いの町内（おもに高知広域都市計画区域におけるいの町） 

 

６．疑 義 

 本業務の実施にあたり、本仕様書に定めのない事項又は疑義を生じた場

合はその都度、甲・乙協議のうえ、乙は甲の指示に従い、誠意を持って対

応するものとする。 

 

７．履行期間 

 契約締結日の翌日から令和４年１月３１日まで 

 

８．作業計画 

１．乙は、契約締結後、契約締結後１５日以内に業務計画書を作成し、 

調査職員に提出しなければならない。 

２．業務計画書には、契約図書に基づき下記事項を記載するものとする。 

 （１） 業務概要 

 （２） 実施方針 

 （３） 業務工程 

 （４） 業務組織計画 

 （５） 打合せ計画 

 （６） 成果品の内容、部数 

 

９．管理技術者 

技術士（総合技術監理部門または建設部門：都市及び地方計画）または

RCCM（都市計画及び地方計画）の資格を有する者とし、過去５年以内（平

成２７年４月１日から令和２年３月３１日まで）に地方公共団体発注の立

地適正化計画策定業務と同種業務（※１）または類似業務（※２）の実績

があること。 

 （※１）同種業務 

   立地適正化計画（関する調査業務含む。ただし、同じ地方公共団体

が発注する調査業務と計画策定業務の両方の実績（従事）がある場合

は１例とする。）、市町村都市計画マスタープラン、都市計画区域マス

タープラン。 

 （※２）類似業務 

   市町村総合計画、中心市街地活性化基本計画、緑の基本計画、景観

計画、低炭素まちづくり計画 
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１０．照査技術者 

技術士（総合技術監理部門または建設部門：都市及び地方計画）または

RCCM（都市計画及び地方計画）の資格を有する者とする。なお、照査技術

者は、管理技術者及び担当技術者を兼ねることができない。 

 

１１．担当技術者 

   資格を問わないが、計画図書等に基づき適正に業務を実施する者とする。

なお、担当技術者は照査技術者を兼ねることができない。 

   担当技術者は、その分担する業務内容により、複数配置することを妨げ

ない。その場合には、本件における分担業務内容を明確にするとともに、

主たる担当技術者１名を選任すること。なお、選任された１名を評価対象

とする。 

 

１２．打合せ記録簿 

 乙は、本業務に基づく作業実施前及び作業期間中は、甲と綿密な打合せ

をするものとする。また、乙は、打ち合わせの記録簿を作成し、甲・乙各

１部ずつ保管するものとする。 

 

１３．個人情報の保護 

 １．乙は、個人情報の保護の重要性を認識し、この仕様による事務を処 

理するための個人情報の取り扱いに当たっては、「いの町個人情報 

保護条例」に関する条に基づき、個人の権利利益を侵害することの 

ないよう、個人情報を適正に取り扱わなければならない。 

 ２．乙は、この仕様書による事務に係る個人情報の保護に関して必要な

措置を講ずるよう努めなければならない。 

３．乙は、この仕様書による事務に関して知り得た個人情報をみだり 

に他人に知らせ、又は不当な目的に使用してはならない。 

 ４．乙は、この仕様による事務に係る個人情報の漏えい、滅失及びき損

の防止その他の個人情報の適切な管理のために必要な措置を講じ

なければならない。 

 ５．乙は、この仕様による事務に係る個人情報を取り扱う事務の目的を

達成するために必要な範囲内で、個人情報を正確なものに保つため

に必要な措置を講じなければならない。 

 ６．乙は、この仕様による事務に係る保有の必要がなくなった個人情報

については、確実に、かつ、速やかに破棄又は消去の措置を講じな

ければならない。 
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１４．業務内容 

 【令和２年度業務】 

（１）計画準備 

業務にあたり、業務計画書を作成するとともに、策定スケジュール、必

要資料等について整理を行う。 

 

（２）上位関連計画の整理 

立地適正化計画作成の手引き（国土交通省都市局平成２８年４月１１日

改定）等を参考に、以下の関連計画や施策について、内容（指標等）及

び方針等を整理する。 

①都市計画区域マスタープラン 

②都市計画運用指針 

③少子化対策実施計画 

④都市計画マスタープラン 

⑤まち・ひと・しごと創生総合戦略 

⑥公共施設等総合管理計画 

⑦中心市街地活性化基本計画 

⑧振興計画 

⑨地域防災計画 

⑩地域福祉計画 

 

（３）現状及び将来の見通しに関する都市構造上の課題の分析 

「立地適正化計画作成の手引き（国土交通省都市局平成２８年４月１１ 

日改定）」や「都市構造の評価に関するハンドブック(国土交通省都市局 

都平成２６年８月)」等を参考に、既存資料、分析結果等を活用し、本 

町の概況を踏まえ以下について把握し整理・分析する。 

①町の概況  

    土地利用、医療・福祉施設等の規模（内容・分布）、商業施設（内 

容・分布）、公共施設の立地状況、災害履歴・リスク予測（洪水、 

密集市街地等）、都市計画決定の状況、法規制状況、財政状況、 

地価動向 など 

②人口調査・推計 

    人口及び人口密度（地域別・年齢別・性別）、世帯数、DID 等、

国立社会保障・人口問題研究所推計人口、まち・ひと・しごと創

生人口ビジョン など 
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③公共交通の概況 

    鉄道（運行状況、利用状況）、バス（運行ルート、時間帯別運行

本数）、デマンド交通（運行エリア、運行・利用状況） など 

 

 

（４）町民意向の把握・分析 

人口減少社会の中における求められる都市像としての集約型都市 

形成に関する町民意向の把握を行うため、アンケート調査を実施す 

る。なお、調査は町内 2,000世帯を対象とする。 

 

 

（５）立地適正化に関する基本方針と各区域設定の検討 

本町の現状及び都市構造上の特性や分析結果を踏まえ、立地適正化 

に向けての基本方針について検討を行う。 

①都市機能誘導区域の検討 

都市機能を誘導すべき区域の基本的な考え方（設定方針、目的や 

役割、期待される効果等）について検討・整理する。 

②居住誘導区域の検討 

居住を誘導すべき区域の基本的な考え方（設定方針、目的や役割、 

期待される効果等）について検討・整理する。 

 

 

（６）会議等の運営支援 

庁内他部署との連携や、町民、関係事業者等との合意形成を図りなが

ら計画策定を行うため、下記に示す組織等を設置することとし、各組

織の運営補助を行う。（なお、会議等の種類については別のものに振

り替える場合があり、程度及び回数については増減する場合がある。） 

①いの町都市再生協議会 

いの町都市再生協議会を立ち上げ、会議により合意形成を図って 

いく。令和２年度は２回程度の開催を予定している。乙は会議資 

料の作成、会議への出席、議事録の作成を行う。 

②庁内検討委員会 

立地適正化計画の策定にあたり調整を要する事務事業や計画を 

所管する関係各課との連携を図るため庁内の検討会を行う。令和 

２年度は３回程度の開催を予定している。 

乙は会議資料の作成、会議への出席、議事録の作成を行う。 
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   ③都市計画審議会の運営支援 

    都市計画審議会に対して立地適正化計画策定前に概要説明を行

う。 

令和 2 年度は 1 回程度の開催を予定している。乙は、会議資料の 

作成、会議への出席、議事録の作成を行う。 

 

（７）打合わせ協議 

打合せ協議は、初回及び中間、完了時の３回とする。 

 

【令和３年度業務】 

（１）都市機能誘導区域の設定・施策検討 

前年度の区域設定の考え方に基づき、効率的かつ持続可能な都市経営

に資することが出来るよう、医療・福祉・商業棟の都市機能を誘導・

集約すべき区域（都市機能誘導区域）について設定する。 

   また、都市機能誘導区域に都市機能の誘導を図るための施策を検討

し、国の支援を受けて町が行う施策、町が独自に行う施策ごとに取り

まとめを行うものとする。 

 

（２）居住誘導区域の設定・施策検討 

前年度の区域設定の考え方に基づき、人口減少の中にあっても一定エ

リアにおいて人口密度を維持することにより生活サービスやコミュ

ニティが持続的に確保される区域として設定する。 

また、居住誘導区域内に居住を誘導するための施策を検討し、国の支

援を受けて町が行う施策、町が独自に行う施策ごとに取りまとめを行

うものとする。 

 

（３）施策の評価方法の検討 

①評価指標の検討 

都市構造を評価するための分野を算出し、各評価分野について評

価指標を設定する。 

②現況値、目標値の設定 

各評価指標について現況値を算出し想定も行った上で、目標年次

における目標値を設定する。 

③評価、見直しについて 

目標値の達成度評価及び見直しの方針を設定する。 
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（４）住民説明会及びパブリックコメントの実施補助 

計画案を広く町民に周知するとともに、計画案に対する意見収集を図

るため、住民説明会及びパブリックコメントを実施する。本業務にお

いて、説明会時の配布資料、及びパブリックコメント用資料の作成。

説明会への出席と記録の作成および提出された意見への対応方針整

理を行うものとする。 

説明会については、本庁、枝川コミュニティーセンター・天王コミュ

ニティーセンター・波川公民館の４個所を１回づつとする。 

 

 

（５）会議等の運営支援 

庁内他部署との連携や、町民、関係事業者等との合意形成を図りなが

ら計画策定を行うため、下記に示す組織等を設置することとし、各組

織の運営補助を行う。（なお、会議等の種類については別のものに振

り替える場合があり、程度及び回数については増減する場合がある。） 

①いの町都市再生協議会 

いの町都市再生協議会を立ち上げ、会議により合意形成を図って 

いく。令和３年度は２回程度の開催を予定している。乙は会議資 

料の作成、会議への出席、議事録の作成を行う。 

②庁内検討委員会 

立地適正化計画の策定にあたり調整を要する事務事業や計画を 

所管する関係各課との連携を図るため庁内の検討会を行う。令和 

３年度は３回程度の開催を予定している。 

乙は会議資料の作成、会議への出席、議事録の作成を行う。 

   ③都市計画審議会の運営支援 

都市計画審議会に対して立地適正化計画策定状況報告を行う。 

令和３年度は２回程度の開催を予定している。乙は、会議資料の 

作成、会議への出席、議事録の作成を行う。 

 

 

（６）打合わせ協議 

打合せ協議は、初回及び中間、完了時の３回とする。 

 

（７）立地適正化計画の作成 

①素案作成 

検討結果を踏まえ、立地適正化計画（素案）を作成する。 



9 

 

②計画書の作成 

素案を基に、協議会及び町民説明会、パブリックコメント等の意

見を踏まえ、必要な修正を行い、計画書の取りまとめを行う。 

 

（８）立地適正化計画（案）の概要版の作成 

作成した立地適正化計画（案）について、概要版として取りまとめを

行うものとする。 

 

（９）報告書作成 

業務報告書として取りまとめを行うものとする。 

 

１５．成果品 

本業務の成果品としては、以下のものとする。 

【令和２年度】 

・業務報告書              ３部 

・上記の電子データ（ＤＶＤ等）     １部 

・その他本町と受託者の協議の上必要と判断した資料 

【令和３年度】 

・業務報告書              ３部 

・いの町立地適正化計画書        １００頁程度３０部 

・いの町立地適正化計画書 概要版    ４０頁程度 ５０部 

・いの町立地適正化計画書 パンフレット ８頁程度１５００部 

・上記の電子データ（ＤＶＤ等）     １部 

・その他本町と受託者の協議の上必要と判断した資料 


